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 Ａ：72000万円以上
Ｂ：30000万円以上 72000万円未満
Ｃ： 6000万円以上 30000万円未満
Ｄ： 6000万円未満

２ 建設工事（総合建設工事以外の工事）
 900以上：Ａ
700以上 900未満：Ｂ

700未満：Ｃ
 Ａ：1500万円以上
Ｂ： 500万円以上 1500万円未満
Ｃ： 500万円未満

３ 測量・建設コンサルタント等
 145以上 ：Ａ

85以上 145未満：Ｂ
30以上 85未満：Ｃ

 Ａ：1000万円以上
Ｂ： 350万円以上 1000万円未満
Ｃ： 350万円未満

競争参加者の資格に関する公示
令和７・８・９年度において独立行政法人造幣
局における物品の製造・販売等に係る競争契約の
参加資格を得ようとする者の申請方法等につい
て、次のとおり公示します。
なお、既に有効期限を令和10年３月31日までと
する資格を有する者は、この公示するところによ
る申請はありません。
令和８年２月２日

独立行政法人造幣局理事 村上 佳子
◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
１ 資格の種類及び調達する物品等の種類 競争
参加資格を得ようとする者の資格の種類及び調
達する物品等は、次のとおりとする。
 物品の製造 衣服・その他繊維製品類
ゴム・皮革・プラスチック製品類 窯
業・土石製品類 非鉄金属・金属製品類
フォーム印刷 その他印刷類 図書類
電子出版物類 紙・紙加工品類 車
両類 その他輸送・搬送機械器具類 燃
料類 家具・什器類 一般・産業用機器
類 電気・通信用機器類 電子計算機類
精密機器類 医療用機器類 事務用
機器類 その他機器類 医薬品・医療用
品類 事務用品類 土木・建設・建築材
料 造幣事業用原材料類 その他

 物品の販売 衣服・その他繊維製品類
ゴム・皮革・プラスチック製品類 窯
業・土石製品類 非鉄金属・金属製品類
フォーム印刷 その他印刷類 図書類
電子出版物類 紙・紙加工品類 車
両類 その他輸送・搬送機械器具類 燃
料類 家具・什器類 一般・産業用機器
類 電気・通信用機器類 電子計算機類
精密機器類 医療用機器類 事務用
機器類 その他機器類 医薬品・医療用
品類 事務用品類 土木・建設・建築材
料 造幣事業用原材料類 その他
 役務の提供等 広告・宣伝 写真・製
図 調査・研究 情報処理 翻訳・通
訳・速記 ソフトウェア開発 会場等の
借り上げ 賃貸借 建物管理等各種保守
管理 運送 車両整備 電子出版 
その他
 物品の買受け 立木竹 その他
２ 申請の時期 郵送又は持参により随時受け付
けることとする。ただし、持参する場合は行政
機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条に規定する行政機関の休日は除くものと
し、受付時間は９時から12時、13時から17時と
する。
３ 申請の方法
 申請書の入手方法 「一般競争参加資格審
査申請書（物品製造等）」（以下「申請書」と
い う。）は、 造 幣 局 ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.mint.go.jp/）にアクセスし、
申請書を出力する。また、競争参加資格を得
ようとする者は、別記１に掲げる申請場所に
おいて、無料で申請書を入手することもでき
る。
なお、上記の方法以外で入手した申請書で
の申請は不可とする。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる申請の添付書類を添付した上で、等
級決定通知書送付にかかる封筒（110円切手
が貼付され、かつ、送付先が記載された返信
用封筒（長形３号程度））を添えて、別記１に
掲げる申請場所に提出することとする。また、
公的機関が発行する書類については、発行日
から３か月以内のものとする（内容が鮮明で
あれば写しでも可）。

 申請の添付書類
ア 登記事項証明書の写し（法人の場合）
イ 財務諸表（法人の場合）又は営業用純資
本額に関する書類及び収支計算書（個人の
場合）
ウ 次の各税についての税務申告の提出事実
を確認できる納税証明書の写し（その２）
Ａ 法人税（法人の場合）
Ｂ 所得税及び復興特別所得税（個人の場
合）

エ 次の各税についての未納税額のないこと
を証明する納税証明書の写し（個人の場合
はその３の２、法人の場合はその３の３と
する。）
Ａ 消費税及び地方消費税（法人及び個人）
Ｂ 法人税（法人の場合）
Ｃ 所得税及び復興特別所得税（個人の場
合）

オ 等級決定通知書送付にかかる封筒（110
円切手が貼付され、かつ、送付先が記載さ
れた返信用封筒（長形３号程度））

 申請書等の作成に用いる言語
ア 申請書及び財務諸表は、日本語で作成す
ること。なお、その他の書類のうち外国語
で記載のものは、日本語の訳文を付記し、
又は添付すること。
イ 添付書類のうち、金額欄については、出
納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）
第16条に規定する外国貨幣換算率により日
本国通貨に換算し、記載すること。

９ その他
 代理権に基づく申請書等の提出 資格審査
の申請事務に関しては、委任状に基づき日本
国内の者に委任することができる。
 申請内容の変更 有資格者は、次の事項に
変更があった場合は、「競争参加資格審査申請
書変更届（物品製造等）」（以下「変更届」と
いう。）に次の添付書類を添え、郵送又は持参
を行うこと。
なお、変更届の入手方法及び提出方法につ
いては、本公示３「申請の方法」に示すもの
と同様とする。
ア 「住所」、「商号又は名称」又は「代表者
氏名」の場合
Ａ 等級決定通知書の写し
Ｂ 登記事項証明書（法人の場合）又は変
更項目を確認できる書類（個人の場合）

イ 「希望する資格の種類」又は「調達する
物品等（営業品目）」の場合
Ａ 等級決定通知書の写し
Ｂ 登記事項証明書（法人の場合）
ウ 「希望する資格の種類」に「物品の製造」
を追加する場合
Ａ 等級決定通知書の写し
Ｂ 登記事項証明書（法人の場合）
Ｃ 直近の財務諸表
エ その他の事項の場合 本公示３の申請を
改めて行うこと。

４ 競争参加者の資格及びその審査
 競争に参加できる者の資格審査は、別記２
の項目ごとの実数に基づき付与数値を算定
し、その合計点をもって行う。
 競争に参加できる者の資格は、前記の合
計点により別記３の区分に基づいて格付けす
る。

５ 資格審査結果の通知 「等級決定通知書」に
より通知(郵送)する。
６ 資格の有効期間 資格を付与されたときから
令和10年３月31日までとする。

７ 資格を発行しない場合及び取り消す場合
暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律（平成３年法律第77号）第32条第１項各号
に掲げる者に該当する場合は、資格を発行しな
い。また、資格を取得した者が有効期間の途中
で同条同号に該当することになった場合及び該
当することが判明した際は、資格を取り消すも
のとする。
８ 競争参加資格を有する者の名簿の公開及び資
格審査に関する照会先
別記１に掲げる申請場所
競争参加資格を有する者の名簿（登録番号、
法人番号、本社住所、商号又は名称、電話番号・
ＦＡＸ番号、営業品目、等級・企業規模等）は、
造幣局ホームページにおいて閲覧・ダウンロー
ドすることができる。
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